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(百万円未満,′I改簡 単位未満は切捨て)

1.19年9月 半期の連結業績 (平成 19年 4月 1日 ～平成 19年 9月 30日 )

(1)連結経営成績

(参考)持分法投資損益   19年 9月半期 514百万円  19年 3月期 819百万円

(2)連結財政状態
※19年 9月半期の連結自己資本比率(国際統一基り l�碧制敵 ありまi

修学与)自 己資本    19年 9月 半期  4,114,420百万円  19年 3月 期  t440,192百 万円
(注1)「 自己資本比判は,制末純資産の部合計―期末少数株主持分)を期末資産の部合計で除して算出しております。

(注2)「連結自己資本比率(国際統二基準)Jは,平成19年 3月期より「農林中央金庫がその経営の健全性審判断するための基準(猾改18年金融庁。農林水

産省告示第4号 )」に基づき算出しております。

経常収益 経常利益 半期(当期)純利益

19年 9月 半期

百万円

1,319,516

百万円

154,682

百万円

143,575

19年 3月期 2、 621、450 373,242 256,837

自己資本半期(当期)純利益率 総資産経常利益率 経常収益経常利益率

19年 9月 半期

%
6.7

%
04

%

19年 3月期 6.1 0.5 14.2

総資産 純資産
自己資本比率

(注 1)

連結自己資本比率

(国際統一基準)(注動

19年 9月半期

百万円

66,198,912

百万円

4,120ぅ387

%
6.2

%
12.55

19年 3月期 68,242,099 4,445,888 6.5 12.84

(3)連結キャッシュ・フローの状況

事業活動による

キヤンシユ・フロ~
投資活動による

キャッシュ・フロー

財務活動による

キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物

期末残高

19年 9月 半期

百万円

∠＼3,795,696

百万円

3,647,353

百万円

∠ゝ82,219

百万円

103,697

19年 3月期 ∠＼3,401,783 2,747,991 310,577 334,260



141期中における重要な子会社の異動 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) 無

(5)半期連結財務諸表作成にかかる会計処理の原則・手続,表示方法等の変更

① 会計基準等の改正に伴う変更  有
② ①以外の変更         有
(D詳細は,以下の注記をご覧ください。
朗 鞘 肝咲  61441
半期連結損益計算書 7

2.19年 9月 半期の個別業績 (平成 19年 4月 1日 ～平成 19年 9月 30日 )
(1)イ固丹腿 瘍浙責

(2)個別財政状態

修学夕)自 己資本    19年 9月 半期  4,095,243百万円  19年 3月 期  4,423,024百万円
(注1)「自己資本比豹は,期末純資産の部合計を期末資産の都合計で除して算出しております。

(膨)「単体自己資本比率(国際統■基準)」は,平成19年 3月期より「農林中央金庫がその経営の健全性を判断するための基準(平成18年金融庁,農林水

産省告示第4号 )」に基づき算出しております。

3.20年3月 期の個別業績 目標 (平成 19年 4月 1日 ～平成 20年 3月 31日 )
(%表示は対前年期

経薪 J益

通  期
百万円      %
352,000(  △3.7 )

上記の目標は,本資料の発表日現在において入手可能な情報および将来の業績に影響を与える不確実な要因にかかる本

資料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は,今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性が

あります。上記の目標に基づく投資結果に対して当金庫は一切の責任を負いません。

経常収益 経常利益 半期(当期)純利益

19年 9月 半期

百万円

1,312,408

百万円

150,662

百万円

141,411

19年 3月期 2,605,749 865,687 253,886

※19年 9月半期の単体自己資本比率(国際統i攘勾は睦制厳 ありま九

総資産 純資産
自己資本比率

(V三二1)

単体自己資本比率

(国際統一基準)(注か

19年 9月半期

百万円

66,388,746

百万円

4,095,243

%
6.1

%
12.56

19年 3月期 68,487,228 4,423,024 6.4 12.84



事業概況

半期末の農林中央金庫単体の総資産は 66兆 3,887億 円で前年度末に比べて 2兆 1,034億円減少いた

しました。調達面では,預金戎高は 40兆 6,462億 円となり,農林債発行残高は 4兆 6,596億 円となり

ました。運用面では,貸出金残高 12兆 2,897億円,有価証券残高 41兆 5,686億 円となりました。

損益状況につきましては,米国サブプライム問題に端を発した金融市場の混乱による影響が一部あ

つたものの,引 き続き国際分散投資による収益力の強化に努め,オルタナティブ資産の良好な収益等か

ら,経常利益は 1,506億 円,半期純利益は 1,414億 円となりました。また,業務粗利益は 1,712億円,

業務純益 (一般貸倒引当金繰入前)は 1,157億 円となりました。

連結財務諸表につきましては,当金庫単体の計数の比率が極めて高くなっております。半期末の連

結総資産は 66兆 1,989億 円で前年度末に比べて 2兆 431億円減少いたしました。損益状況につきまし

ては,連結経常利益は 1,546億 円,連結半期純利益は 1,435億 円となりました。
(注)本文中の記載金額は,単位未満を切り捨てて表示しております。

自己資本比率

(単位未満は切捨て)

○ 単体自己資本比率 (国際統一基準)

( :億円)

平成19年 9月 末

(速報値 )
平成 19年 3月 末 増減

自己資本比率 (%)

基本的項目比率 (%)

自己資本の額

基本的項目の額

総所要自己資本額

12.56

7.28

47,117

27,315

30,000

12.84

6.97

47,852

25,968

29,799

∠＼0.28

0.31

∠【735

1,347

201

リスク・アセット等 375,009 372,491 2,517

○ 連結自己資本比率 (国際統一基準 )

(単位 :億円)

平成19年 9月 末

(速報値 )
平成19年 3月 末 増減

自己資本比率 (%)

基本的項目比率 (%)

自己資本の額

基本的項目の額

総所要自己資本額

12.55

7.32

47,210

27,542

30,078

12.84

7.01

47,942

26,184

29,856

∠＼0.29

0,31

∠【731

1,358

222

リスク・アセット等 875,983 373,200 2,783



当金庫が対処すべき課題および今後の業務運営方針

当金庫では,平成 19年 2月 に対象期間を平成 19～ 21年度の 3か年とする「中期経営計画」を策定

いたしました。

今回の中期経営計画は,厳 しい経営環境のなかで金庫・系統信用事業が持続的な成長を維持するた

めには,系統 3段階のグループの一体Jl■をより強化する必要があるとの考えのもと,「 」Aバンク中期

戦略」と完全に同軌をとり,当金庫の系統信用事業を先導する役割とグローバルに活動する金融機関

としての重みを強く認識したものとなっています。

1.基本的考え方
当金庫は,組合員・利用者の変容, ヅテール金融市場の競争激化等の環境のなかにおいて,系 統

金融機関の一員 としてその基本的使命を十全に果すことにより,グループ全体の目的達成に

寄与します。

とりわけ,3段 階が一体 となった金融グループとして,組合員・利用者に信頼 され,わ が国

金融市場において確固たる地位を確保できるよう,グループ全体の成長戦略を強力に遂行 し

ます。

このため,当金庫は,業務全般を通じて農林水産業・系統信用事業はもとより経済・社会・環境を

意識した取組みを実践しつつ, リテール業務 (系統信用事業)と投融資業務を経営の両翼としたビジ

ネスモデルを一層進化 。発展させます。

また,当金庫のビジネスモデルの前提として,コ ンプライアンス態勢の強化等経営管理態勢の充実 。

高度化に強力に取り組みつつ,FHC資 格を有するグローバルな金融機関にふさわしい組織風土を醸
成します。

2.経営課題
以上の情勢認識,基本的考え方に基づき設定 した経営課題は以下のとお りです。
(1)系 統信用事業全体の成長戦略を構築 。実践することにより,わが国金融市場における
グループの存在感を一層向上させます。

具体的には,「 JAバ ンク中期戦略」の数値 目標を達成 し,あ わせて全国本部 としての
機能および統合県域における県域本店機能を一層強化 します。

また,漁協系統信用事業の事業・組織改革を推進 します。

(2)収益の源泉 となるリスクおよび資本効率を十分に見極めた うえで,市場投資から貸出
までを含めた全体のアセ ッ トアロケーシ ョンのなかで多様な形態およびグローバルな観

点か らのリスクテイクをはかることにより,安定的な収益を確保 します。

(3)当 金庫の基本的使命 とグローバルに活動する機関投資家としての重みを認識 し,ガバ

ナンスの強化 と経営管理態勢の充実 。高度化に取 り組みつつ,収益 。リスク・資本のバラ
ンスのとれた財務運営を行 うとともに,多様かつ質の高い人材を育成・確保するための施

策,業務全般にわたつての一歩踏み込んだ 「選択 と集中」を実践します。



企業集団の状況 (グループ会社一覧)

(平成 19年 9月 30日 現在)

名 称 主たる営業所または事務所の所在地 事業の内容 設立年月

資本企(百万円)

当金庫議決権比

率/グループ議
決権比率(%)

農中信託銀行い 東京都千代田区内神田 1112 信託業務・銀行業

務
平成 7年 8月

20,000

100.0/0.0

爛協同セミナー 東京都千代田区内神田1112 教育研修 昭和 56年 5月
20

100.0/0.0

農中情報システム爛 東京都昭島市武蔵野 353
システム開発・維持

管理
昭和 56年 5月

50

100.0/0.0

仰農林中金総合研究所 東京都千代田区大手町 183
農林漁業・組合金

融・内外経済等の

調査・研究

昭和 61年 3月
300

100.0/0.0

農中ビジネスサポート爛 東京都千代田区内神田 1112 各種事務受託,人

材派遣業務
平成 10年 8月

100

100.0/0.0

協同住宅ローンい 東京都目黒区中央町 l153 住宅ローン貸付等 昭和 54年 8月
10,500

90.60/0.0

ジェイエイバンク電算シス

テム棚
東京都江東区東陽 711イーストネットヒ

.ル

ディンク
｀
系統信用事業シス

テムの開発・運用

業務

平成 14年 3月
100

60.0/0.0

農林中金全共連アセット
マネジメント開

東京都千代田区丸の内 1712 投資信託委託・投

資顧問業務
平成 5年 9月

1,920

50.91/0,0

協同リース脚 東京都千代田区神田駿河台 2917

情報通信関連機

器。産業機械・農

林漁業用設備等の

リース

昭和 47年 3月
6,500

39.0/0.0

協同オートリース爛 東京都千代田区神田駿河台 2917
自動車および車両
のリース

平成 17年 9月
300

0.0/100.0

系統債権管理回収機構

い
東京都千代田区内神田1112 不良債椎等の管

理・回収業務
平成 13年 4月

500

37.96/0.0

アグリビジネス投資育成

爛
東京都千代田区内神田1112 農業法人投資育

成業務
平成 14年 10月

4,070

19.97/0,0

第一生命農林中金ビル

管理爛
東京都千代田区有楽町 1131 ビル管理業務 平成 5年 4月

10

27.0/0.0

Norinchukin    Finance

(Cayrnan)Limited

英国領ケイマン諸 島

M&C Corporate Sewices Limited

PO Box 309GT,Ugland House,

South Church Street,George Town,

Grand Cayman,Cayman lslands

劣後債の発行およ

び劣後ローンの貸

付等

平成 18年 8月
50,000ヲ kドル

100.0/0.0

(注)グループ議決権比率とは,当該会社を除く本表の他の金庫グループ会社の議決権比率を示しています。



半期連結財務諸表の作成方針

1.連結の範囲に関する事項
(1)連結される子会社および子法人等              9社
主要な会社名
農中信託銀行株式会社
協同住宅ローン株式会社

(2)非連結の子会社および子法人等              0社

2.持分法の適用に関する事項
(1)持分法適用の関連法人等                 4社
主要な会社名
協同リース株式会社

(2)持分法非適用の関連法人等                1社
第一生命農林中金ビル管理株式会社
持分法非適用の関連法人等は,当半期純損益(持分に見合う額),利益栗1余金(持分に見合う額)
および繰延ヘッジ損益 (持分に見合う額)等からみて,持分法の対象から除いても半期連結財務諸
表に重要な影響を与えないため,持分法の対象から除いております。

3.連結される子会社および子法人等の半期決算日等に関する事項
(1)連結される子会社および子法人等の半期決算日は次のとおりであります。

9月 末日       9社
(2)連結される子会社および子法人等は,それぞれの半期決算日の財務諸表により連結しております。

6



半期連結財務諸表

半 期 連 結 貸 借 封 照 表

:百万円

目科
平成19年度半期末

(A)

平成18年度末

(B) 'ヒ

車交

(A)― (B)

金

糟

券

訂

産

権

形

定

金

金

産

産

産

産

近

金

冷

手
　
証

為

証
信
眸
幹

］
勘
期

け
資
資
資

資

見
当
弾

又
　
　
定
定
金
諾

出

　

　

の
　

　

及
先

引

預
他
　
　
　
　
引
牛

国
価
銭
『

韓

］
現
期

金

の
『
蜘

］
］
倒
］

引
　
券

貸

外
有

金
特

買

コ
買
債

現

そ
有
無

繰
支
貸

控

(資 産 の 部 )

12,349,632

4,598

41,547,014

6,242,523

51,631

826,839

1,424,249

680,215

713,643

1,454,087

602,118

139,190

12,417

2,818

288,173

△ 140,244

12,854,680

3,176

43,730,249

7,797,745

52,550

828,790

835,715

563,282

866,303

543,988

155,601

7,953

2,626

242,446

∠ゝ 204,380

∠ゝ 38.628

∠ゝ 505,047

1,422

∠ゝ 2,183,234

∠ゝ 1,555)221

△ 918

∠ゝ 1,950

588,533

680,215

150,361

587,784

58,130

△ 16,410

4,464

191

45,727

64,136

38、628

訓一立
Ｂの犀奮 人 66.198、 912 68.242,099 ∠ゝ2(043.187

金

金
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俵

俵
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1,298,078

4,659,454
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14,219

1,136,531

794,348

6,177,155

791,353

1

4,031,430

1,267,761

5,782

781

643

590,579

19,802

2881173

41,243,492

2,375,026

4,471,156

357,097

19ぅ 662

1,131,532

1,068,632

7,438,847

1,345,025

0

2,868,967

489,920

5,031

1,849

712,110

25,411

2421446
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立
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金

金
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討
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余
人
口
一

帥

　
本
益
員
帖

延
地
替

価．
教

資
資

利
会

そ
繰

土
為
評

少

1,484,017

25,020

1,323,334

2,832,372

1,269,036

△ 21,968

34,981

△ 2

1)2829047

5、967

1,484,017

25,020

1,249,484

2,758,523

1,658,980

∠ゝ 24,762

47,451

0

1,681,669

5.696

73,849

73,849

∠ゝ 389,943

2,794

∠ゝ 12,469

△2

どゝ 399,621

271

純 資 産 の 都 合 計 4、 120、 387 4.445.888 どゝ 325.500

負 債 及 び 純 資 産 の 都 合 計 66.198.912 68,2421099 ∠ゝ2.043.187
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(イヨL) 1 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しておりますD
2 金利,通貨の価格 有価証券市場における相場その他の指標にかかる短期的な変動,市場間の格差等を利用
して利益を得る等の目的 (以下,「特定取引目的」という。)の取引については,取引の約定時点を基準とし,

半期連結貸借対照表上「特定取引資産」および「特定取引負債」に計上しております。

特定取引資産および特定取引負債の評価は,有価証券および金銭債権等については半期連結決算日の時価によ

り,スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については半期連結決算日において決済したものとみなし

た額により行っておりますЭ

3 有価証券の評価は,満醐保有目的の債券については移動平均法による償去,陳価法 (定額法),持分法非適用の

関連法人等株式については移動平均法による原価山 その他有価証券のうち時価のあるものについては半期連

結決算日の市場価格等に基づく時価法 航法阪価は主として移動平均法により算c~l,時価のないものについて

は移動平均法による原価法または償去,原価法により行つております。なお,その他有価証券の評価差額につい

ては,全部純資産直入法により処理しておりますD

4 金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は,上記 2および 3と 同じ方怯により行ってお
ります]

5 デリバティブ取引 (特定取引目的の取引を除く。)の評価は,時価法により行っております。
6 当金庫の有形固定資産の械価償去,は,定率法 (ただし,平成 10年 4月 1日以後に取得した建物 (建物齢融
備を除く。)については定額法)を採用し,年間減価償却費脚 間により按分し計上しております。

また,主な耐用年数は次のとおりであります。

建  物  15年～50年

動  産  5年～20年

連結される子会社および子法人等の有形固定資産については,資産の見積耐用年数に基づき,主として定率

法により償却しております。

なお,平成 19年度税制改正に伴い,平成 19年 4月 1日以後に取得した有形固定資産については,改正後の

法人税法I墓づく償却方法により

"聴

確箸「費を計上しております。これによる経常利益および税金等調整前半

期純利益に与える影響は軽微であります。

また,当半期連結会計期間より,平成 19年 3月 31日以前に取得した有形固定資産については,償却可能限

度額に達した連結会計年度の翌連結会計年度以後,残海特価を 5年間で均等償却しておりますとなお,これに

よる半期連結貸借対照表等に与える影響は軽微であります。

7 無形固定資産の減価梓 岡ま,定額法により償却しております。なお, 自社利用のソフトウェアについては,
当金庫ならびに連結される子会社および子法人等で定める不1月可能朗問 (5年)に基づいて償却しておりますD

8 農林債発行費用は,発生した年度に全額償去「しております。
9 当金庫の外貨建資産・負債および海外支店勘定は,主として半期連結決算日の為替相場による円換算額を付
しております。

連結される子会社および子法人等の外貨建資産・負債については,それぞれの半期決算日の為替相場により換

算しておりま丸

10 当金庫の貸倒引当金は,あらかじめ定めている償去,・ 引当基準に則り,次のとおり計上しております。

破産,特別清算等法的に経離 の事実が発生している債務者 (以二 嚇縦先」という。)に力功 るヽ債権およ

びそれと同等の状況にある債務者 (以下,「う聾瓢縣壱七」という。)にかかる債権については,以下のなお書き

に記載されている直接減頴後の醐 から,担保の処分可能見込額および保証による回収可能見込額を控除

し,その残額を計上しております。また,凱在脳留営破綻の状況にないが,今後経営破綻に陥る可能l■が大き

いと認められる債務者に力功 るヽ債権については,債権額から,担保の処分可能見込額および保証による回収可

能見込額を控除し,その残額のうち,債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しておりま坑



下記 27の貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大国債務者のうち,債権の元本の回収

および利息の受取りにかかるキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については,当該キャ

ッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金と

する方法 (キャッシュ・フロー見積nに より引き当てております。
上記以外の債権については,過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上してお

りますD特定海外償権については,対象国の政治経済酔 等に起因して生ずる損失見込額を帥 M責権引当

勘定として計上しております。

すべての債権は,資産の自己査定基準に基づき,営業関連部署が資産杏定を実施し,当該部署から独立した資

産鶴 醇勢ミ査定結果を監査しており,その企定結果に基づいて上記の引当を行つておりますЭ

なお,破綻先および実質破綻先に対する担保・偲証付債権等については,債権額から担保の評価額および保

証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており,そ

の金額は65,524百万円であります。

連結される子会社および子法人等の貸倒引当金は,下般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要

と認めた額を,貸倒懸念債権等特定の債権については,個別に回収可能陛を勘案し,回収不能見込額をそれぞ

れ引き当てておりま現

H 当金庫の投資損失引当金は,投資に対する損失に備えるため,有価証券の発行会社の財政状態等を勘案して必

要と認められる額を計上しておりま坑

12 賞与引当金は,従業員への賞与の支払いに備えるため,従業員に対する賞与の支給見込額のうち,当半期連結

会計期間に帰属する額を計上しております。

13 退職給付引当金は,従業員の退職給付に備えるため,当道結会計年度末における退軸給付債務および年金資産

の見込額に基づき,当半期連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。また,

数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりでありますD

数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数 (104‐lに
よる定率法により,翌連結会計年度から損益処理

14 従来,当金庫と一部の連結される子会社の役員退職慰労金は,支出時に費用処理をしておりましたが、「租税特別

措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する昨杏上の取扱い」(日

本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第 42号平成 19年 4月 13日 )が平成 19年 4月 1日以後開始する連

結会言常醒謗 らヽ適用さオ笠〕ことに伴い,当半期連結会計期間から同報告を適用し,役員への退職慰労金の支払に備

えるため,役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち,当半期連結会計期間赤までに発生していると認められる

額を役員退職慰労引当金として計上しております。

これにより,従来の方法に比べ,事業管理費は 112百万円,その他経常費用は346百万円それぞれ増加し,経常

利益および税金等調整前半期絣 |↓益は459百万円それぞれ減少しております。

15 当金庫ならびに国内の連結される子会社および子法人等のリース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引については,通常の賃貸借取引に準じた会計処理によつております。

16 当金庫の金融資産 。負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は,「銀行業における金融商品会計

基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」 (日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 24号も以下,「業

種別監査委員会報告第 24駒 という。)に規定する繰延ヘッジによつておりますとヘッジ有効性評価の方法に

ついては,相場変動を相殺するヘッジについて,ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利ス

ワップ取引等を一定のυ劫9期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また,キャッシュ・フロ

ーを固定するヘンジについては,ヘッう汝豫 とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評

価をしておりますD

また,当半期連結会計期間末の半期連結貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち,「銀行業におけ



る金融商品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」 (日本公認会計士協会業種別監査委員会

報告第 15〕 を適用して実施しておりました多数の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引

を用いて総体で管理する従来の「マクロヘッ沈 に基づく繰延ヘッジ損益は,「マクロヘッ朔 で指定したそれ

ぞれのヘッジ手段の残存期間・想定元本金額19芯じ平成15年度から7年間にわたつて,資金調達費用または資

金運用収益として期間配分しております。

なお,当半期連結会計期間末における「マクロヘッ均 イこ基づく繰延ヘッジ損失は23,908白力円 (税効果額

蜘 ,繰延ヘッ冴 |↓益は309百万円 (同前)でありますD

17 当金庫の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は,「銀行業における外

貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」 (日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25

号。以下,畔謳別監査委員会報告第 25号」という。)に規定する繰延ヘッジによつておりますDヘツジ有効陛

評価の方法については,外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引およ

び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし,ヘンジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨

ポジション相当額が存在することを確認することによリヘッジの有効Lを評価しております。

また,外貨建有価証券 (債券以夕pの為替変動リスクをヘッジするため,事前にヘッジ対象となる外貨建有

価証券の銘柄を特定し,当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以上の直光負債が存在しているこ

と等を条件に包括ヘッジとして繰延ヘッジおよび時価ベンジを適用しております。

18 デリバティブ取引のうち連結会社周および特定取引勘定とそれ以外の勘定との問 (または内部部門間)の内部

取引については,ヘッジ手段として指定している金利スワップ取引および通貨スワップ取引等に対して,業種別

昨杏委員会報告第 24号および同第 25号に基づき,恣意l■を排除ウ敢格なヘッジ運営が可能と認められる対外カ

バー取引の基準に準拠した運営を行つているため,当該金利スワップ取引および通貨スワップ取引等から生じる

収益および費用は消去せずに損益認識または繰延処理を行つておりますЭ

なお,一部の資産 。負債については,繰延ヘッジあるいは金利スワップの特例処理を行っておりますD

19 当金庫ならびに国内の連結される子会社および子法ノ代、等の消費税および地方消費税の会計処理は,税抜方式に

よっております。

20 当金庫の理義 経営管理委員および監事に対する金銭債権総額  159百万円

21

22

23

24

25

関連法人等の肺

有形固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減損損失累計額

有形固定資産の圧縮詢帳額

15,652百万円

92,651百万円

24,269百万円

7,700白力円

貸出金のうち,祓綻先債権額は6,915百万円,延滞債権額は 150,248百万円でありま坑

なお,械貌先債権とは,元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本

または利息の取立または弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかつた貸出金 (貸倒償去,を行った

部分を除く。以下 「未収利息不計上貸出釦 という。)の うち,法ノ峨 法廠 玲 針胸 40年政令第 97号)第
96条第 1項第 3号のイからホまでに掲げる事由または同項第4号に規定する事由が生じている貸出金でありま

坑

また,延滞償権とは,未収利息不言十上貸出金であって,破綻先債権および債務者の経営再建または支援を図

ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

26 貸出金のうち, 3カ月以上延滞債権額は757百万円でありますD

なお, 3カ月以上延滞債権とは,元本または利息の支払が約定支払日の翌日から3月 以上遅延している貸出

金で破綻先債権および延滞債権に該当しないものでありま坑

27 貸出金のうち,貸出条件緩和債権額は 58,180白力円であります。

なお,貸出条イ糊薪朧 とは,債務者の経営再建または支援を図ることを目的として,各キよの減免,利 ,自、の

10



支払猶予,元本の返済猶予,債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行つた貸出金で破綻先債権,延滞

債権および3カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

28 醐 罰君親 延滞債催損 3カ月以上延滞債権額および貸出条件緩和債権額の合計額は216,101百万円であ

ります。

なお,25カ斉ら28に掲げた債権額は,貸倒引当金控除前の金額であります。

29 手形割引は,業種別監査委員会報告第 24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れ

た銀行引受手形,商業手肱 荷付為替手形および買入外国為替は,売却または担保という方法で自由に処分で

きる権利を有しておりますが,その額面金額は 18,323百万円であります。

30 担保に供している資産は次のとおりであります。

担策に供している資産

有価証券              6,425,458白 力円
担保資産に文抗討

‐
る債務

コールマネー              470,000百 万円
売現先勘定              5,5砧 419白力円

債券貸借取51受入担保金        452,305百 万円
上記のほれ 為替決済,デリバティブ取引等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の隙用として,貸出金

6,216,854白力円および有価証券 3,537,124百万円を差り け化ておりますЭ

また,その他資産のうち先蕨取引差入証拠金は 1,719百万円,録証金・敷金は5,462百万円であります。

31 土地の再評価に関する法律 (平成 10年 3月 31日公布法律第 34号)に基づき,当金庫の事業用の土地の再評

価を行い,評価差額については,当該評価差額にかかる税針 目当額を「再評価に係る繰延税金負匈 として負

債の吉剛こ計上し,これを控除した金額を「土地再評価差額釣 として純資産の部に計上しております。

再評価を行つた年月日          平成10年3月 31日

同法律第 3条第3項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令 (平成10年 3月 31日公布
政令第119引第 2条第 5号に定める鑑定評価等に基づいて,

合理的に算出

32 借用金には,他の債務よりも債務の履行が鉤雌 である旨の特約が付された劣後特約付借入金 1,101,532百万

円が含まれております。

33 社債には,劣後特約付社債 364,988白力円が含まれておりま坑

34 「有価証券」中の牡債のうち,有価証券の私募 (金融商品取引法第2条第3¬ による社債に対する当金庫の

保証債務の額は26,898百万円であります。

35 出資 1口 当たりの純資産額 714円 30銭 (後配出資および優先出資に力胡へる額面総額ならびに優先出資にか

かる優先配当金および残余財産相当額を分子より,後配出資および優先出資にかかる口数を分母よりそれぞれ

控除しておりま坑 )

36 有価証券の時価および評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには, 晴価証券」のほ力ゝ

明金預け金」中の譲波陛預け金が含まれております占以下37についても同様でありま坑

満期保有目的の債券で時価のあるもの

半期連結貸惜対照表計上額

(百万円)

曰くテ帝正F

(百万円)

麹

(百万円)

国債 16,682 16,682 0

てざ言十 16,682 16,682 0

その他有価証券で時価のあるもの



取得原価

(百万円)

朗 鮒 剤雫表計上額

(百万円)

謝 麹

(百万円)

株式 420,734 700,974 280,240

債券 10,590,666 10,579,658 △11,008

国債 10,222,931 10,209,716 ∠ゝ13,215

地方債 30,775 80,945 170

雄 336,959 338,996 2,036

その他 28,385,729 29,778,497 1,392,768

合計 39,397,130 41,059,130 1,662,000

なお,上記の評価差額から繰延税金負債 517,350百万円を差し引いた額 1,1仏649白力円のうち少数株主持分

相当額 5百万円を控除した額に,持分法適用会社が所有するその他有価証券にかかる評価差額金のうち親会社

持分相当額 32白力円を加算した額 1,144,677百万円が,「その他有価証券評価差額金」に含まれておりま丸

その他有価証券で時価のあるもののうち,当該有価証券の時価 砺韻Jと して半期連結決算日の市場価額を以

下同院 )が取得原価 (償却啄価を含むЬ以下同じ。)に比べて著しく下落したものについては,回復可能lVJミ

あると判断される銘柄を除き,当該時価をもつて半期連結貸借対照表価額とするとともに,評価差額を当半期

連結会計期間の損失として処理 (以下, 1灘処避もという。)しております。

当半期連結会計期間における減損処理額は38,480百万円であります。

また,時価が著しく下落したと判断するための根拠を定めており,その概要は,原則として以下のとおりで

あります。

時価が取得原価の50%以下の銘柄

時価が取得原価の50%超 70%以下の水準で一定期間推移している銘柄

時価評価されていない有価証券のうち,主なものの内容と半期連結貸借対照表計上額は,次のとおりでありま

坑

内容 半期連結貸借対照表計上額  (百万円)

その他有価証券

非上場株式

外国債券

その他

507,976

208,420

10,728

288,827

38 金銭の信託の障有目的別の内訳は次のとおりであります。

満期保有目的の金銭の信託はありません。

なお,上記の評価差額から繰延税金負債 56,261百万円を差し引いた額 124,352百万円に,持分法適用会社が

所有するその他の金銭の信託に力功 るヽ評価差額金のうち親会社持分相当額△13百万円を加算した額 124,339百

万円が,「その他有価証券評価差額金」に含まれております。

無担保の消費期 9(債米貸借取引)により貸し付けている有価証券はありませ疵

無担保の消費貨借契約 (債券貸借取〕りにより借り入れている有価証券および現先取引ならびに現金担口朝責

券鮒 取引により受I)郎ている有腿 のうち,売去,または担保 m担保を含帆 )という方法で自由に処分

できる権利を有する有価証券で,担保に差り け化ている有価証券は 1,010,303百万円,当半期連結会計期間末に

当該処分をせずに所有しているものは 1,548,189百万円であります。なお,再貸付に供している有価証券はあり

取得原価

(百万円)

和報勤争鮒 対照表計上額

(百万円)

言獅 潮

(百万円)

その他の金銭の信託 5,922,251 6,102,864 180,613
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ませ疵

40 当座筒魃契約および貸付金にかかるコミットメントライン契約は,顧客からの融資実行の申し出を受けた場合

に,契約上規定された条件について違反がない限り,一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であ

ります。これらの契約にかかる融資未実行残高は,3,枷 ,760百万円でありますもこのうち任意の時期に無条件

で取消可能なものが 2,161,327百万円ありますD

なお,これらの契約の多くは,融資実行されずに終了するものであるため,融資未実行残高そのものが必ず

しも当金庫ならびに連結される子会社および子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあ

りませ疵 これらの契約の多くには,金融清勢の変化,債権の保全およびそ軸 諷当の事由があるときは,当

金庫ならびに連結される子会社および子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶または契約極度額の減額を

することができる旨の条項が付けられておりますもまた,契約時において必要に応じて不動産 。有膊 の

担保を徴求するほか,契約後も定期的にあらかじめ定めている金庫内手続に基づき顧客の業況等を把握し,必

要に応じて契約の見直し,与信保全上の措置等を講じておりま丸

41「金融商品に関する会計基準」 (企業会計基準第 10号)および「金融商品会計に関する実務指針」 (日本公認会

計士協会会計制度委員会報告第 14号)等における有価証券の範囲に関する規定が一部改正され (羽或 19年 6

月 15日付および同7月 4日ω ,金融商品取引法の施行日以後に終了する連結会計年度および中間連結会計期

間から適用されることになったことに伴い,当半期連結会計期間から改正会計基準および実務指針を圃昭して

おります。

42 当金庫は,平成19年 5月 29日付経営管理委員会において,コ或20年 3月 25日 を払込期日とする総額 527,661

百万円の後配出資増資を実施することについて決議しまし亀

また,同 日同委員会において平成 20年 3月 10日を借八日とする総額 399,400百万円の永久劣後ローンの借

入を実施することについて決議しました。借入金利条件などについては,平成 19年 12月 を目途として理事会

において決定する予定です。

なお,平成 19年度に残存期間が 5年未満となる既往の期限付劣後ローン 521,632白 力円の繰上償還を同年
度中に実施することについても,あわせて決議しておりますD
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(単位 :百万円)

科 目
平成19年度半期

(平 19.4.1～ 19.9.80)

平成18年度

(平 18.4.1～ 19.3.31)

経 常 収 益 1,319,516 2,621,450

資 金 運 用 収 益

(う ち 貸 出 金 利 息 )

(う ち有価証券利 息配 当金 )

役 務 取 引 等 収 益

特 定 取 引 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

1,037,203

(76,318)

(929,683)

9,382

80

57,356

215,492

2,053,869

(128,914)

(1,863,028)

24,928

223

95,098

447,329

経 常 費 用 1,164,834 2,248,207

用

＞

用

用

用

費

用

臥費
脩
費
費
費
理
費

達

金

等

引

務

　

常

資

く

役

特

そ

事

そ

932,582

(185,790)

5,817

307

121,167

59,378

45,580

1,791,742

(326,342)

12,083

313

273,630

111,015

59,422

経 常 不よ 益 154,682 373,242

特 月可 希! 益 65,324 18,513

特 月ll 損 失 890 2,615

税金等調整前半期 (当年度)純利益 219,116 389,140

法 人 税 ,住 民 税 及 び 事 業 税 28,058 75,361

法 人 税 等 調 整 額 47,174 56,349

少 数 株 主 禾J 益 308 591

半 期 (当 年 度 )純 利 益 143,575 256,837
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(注)1 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2 出資一口当たり半期純利益金額 33円 64銭 (優先出資にかかる優先配当金を分子より,後配出資および優先

出資にかかる日数を分母より期除しております。)

3 特定取引目的の取引については,取引の約定時点を基準とし,当該取引からの損益を半期連結損益計算書上
「特定取引収益」および「特定取引費用」に計上しております。

特定取引収益および特定取引費用の損益計上は,当半期連結会計期間中の受払利,]等に,有価証券,金銭債

権等については前連結会計年度末と当半期連結会計期間末における評価損益の増減額を,派生商品については

前連結会計年度末と当半期連結会計期間末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を力日えております。

4 「その他経常収杓 には,金銭の信証運用益 19■ 100百万円を含んでおります。
5 「その他経常費用」には,貸出金償却 2,697百万円および株式等償却25,118百万円を含んでおります。
6 「特別利益」には,貸倒引当金涙ス額 63,481百万円を含んでおりま現
7 当金庫の固定資産の減浪会計における資産のグルーピングについては,従来, 畔務用資産」については,キ

ャッシュ・フローの相互補完性および機能特性等を勘案のうえ,継続的に収支を把握している本店,国内支店

および海外支店の単位で, 喫跡将動勤 については資産毎の単位でグルーピングを行つておりましたが,このう

ち「業務用資白 については, 」Aバンク中期経営戦略の策定も踏まえた店舗政策の見直し等 (国内支店の調

達・運用にかかるリテール業務の順次廃止または本店 。ブロック処点への集約化、これに伴う店舗機能の見直

しと統廃合の開攻乱 さらにイよ海外支店との一体的な投融資運営の完⑩ に伴ヤゝ グルーピングを見直し,勾吉

を単位としてグルーピングを行う方法に変更しております。なお,この変更による損益に与える影響はありま

せん。
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半 期 連 結 乗J余 金 計 算 書

(単位 :百万円)

載金額 捨

目科
平成 19年度半期

(平19.4,1～ 19,9.30)

平成18年度

(平 18.4.1～ 19.3.31)

(資 本 剰 余 金 の 部 )

資本剰余金 当年度 当初残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 減 少 高

資本剰余金半期末 (年度末)残高

(利 益 剰 余 金 の 部 )

利益乗1余 金 当年度 当初残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

半 期 (当 年 度 )純 利 益

土地再評価差額金取崩額

利 益 剰 余 金 減 少 高

配   当   金

利益剰余金半期末 (年度末)残高

25,020

25,020

1,249,484

156,021

143,575

12,446

82,171

82,171

1,323,384

25,020

25,020

1,057,616

257,360

256,837

522

65,492

65,492

1,249,484

洋 小額は百万円未満 ″切り捨てて表示しております謂
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半期洋結キャッシュ・フロー計算書

(単位 :百万円)

目科
平成 19年反半期
(日
219.4,1-19.9.80)

平成 18年反
(平 18,4.1～ 19,3.31)

事業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前半期 (当年度)純利益

減価償却費

減損損失

連結調整勘定償却額

持分法による投資損益(△ )

貸倒引当金の増加額

投資損失引当金の増加額

賞与引当金の増加額

退職給付引当金の増加額

役員退職慰労引当金の増加額

資金運用収益

資金調達費用

有価証券関係損益(△ )

金銭の信託の運用損益(△ )

為替差損益(△ )

固定資産処分損益(△ )

連結範囲の変動を伴う子会社合併による持分変動損 (△ )益

特定取引資産の純増(△)減

特定取引負債の純増減(△ )

貸出金の純増(△ )減

預金の純増減(△ )

譲渡性預金の純増減 (△ )

農林債の純増減 (△ )

借用金 (劣後特約付借入金を除く)の純増減(△ )

有利息預け金の純増 (△ )減
コールローン等の純増 (△ )減

債券貸借取引支払保証金の純増 (△ )減
コールマネー等の純増減 (△ )

受託金の純増減 (△ )

債券貸借取引受入担保金の純増減 (△ )

外国為替 (資産)の純増 (△ )減

外国為替 (負債)の純増減(△ )

資金運用による収入

資金調達による支出

その他

小 計
法人税等の支払額

事業活動によるキヤッシュ・フロー

219,116

4,212

881

△ 514
△ 64,136

△ 38,628

750

△ 1,068

453
△ 1,037,208

932,582

51,171

△ 61,607

159,746

△ 565

918

△ 5,443

505,047

△ 606,057

△ 1,076,948

188,298
5,000

△ 818,238

△ 1,266,798

△ 150,361

△ 1,535,974

1,162,462

△ 553,671

△ 1,422

0

1,015,187

△ 806,776

50,389

△ 3,729,297

△ 66,399

△ 3,795,696

389,140

18,961

172

△ 14

△ 819

△ 24,925

38,628

68

△ 5,928

△ 2,053,869

1,791,782

130,445

△ 83,598

△ 738,457

1,188

878

16,759

△ 13,225

△ 886,842

768,101

1,862,805

△ 316,357

32,774

117,683

743,540

312,050

△ 4,135,239

1,286,039

△ 2,214,972

16,953

0

1,992,445

△ 1,740,349

△ 125,542

△ 3,319,725

△ 82,058

△ 3,401,788

Ⅱ投資活動によるキャッシュ。フロー

有価証券の取得による支出

有価証券の売却による収入

有価証券の償還による収入

金銭の信託の増加による支出

金銭の信託の減少による収入

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

無形固定資産の売却による収入

連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得による支出

連結範囲の変動を伴う子会社合併による減少額

投省活動によるキャッシュ・フロー

△ 4,076,798

4,595,546

1,664,066

△ 635,110

2,106,981

△ 1,655

△ 5,677

0

3.647.353

△ 12,010,610

8,963,869

5,886,332

△ 3,397,816

3,366,798

△ 4,746

A4,588
719

0

△ 24

△ 1,943

2.747.991

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

劣後特約付社債の発行による収入

出資の増額による収入

配当金の支払額

少数株主への配当金支払額

財務活動によるキャッシュ・フロー

△ 82,171

△ 47

△ 82,219

357,097

19,000

△ 65,492

△ 28

310.577

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 0

V現金及び現金同等物の減少額 △ 230,563 △ 343,215
Ⅵ 現金及び現金同等物の年度当初残高 334,260 677,476

Ⅶ 現金及び現金同等物の半期末 (年度末)残高 103.697 334,260
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(注)1 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2 半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は,半期連結貸借対照表上の「現金預け金」の

うち,現金および無利息預け金であります。

3 現金および現金同等物の半期末残高と半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次
のとおりであります。

現金預け金勘定      1,454,087百 万円

有利息預け金     △ 1,350,390百万円
現金および現金同等物    103,697百 万円
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セグメント情報

1事業の種類別セグメント情報

協同組織金融業以外の事業の全セグメント1こ占める割合が僅少であるため,事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

2所在地別セグメント情報

平成 19年度半期 (自 平成19年 4月 1日  至 平成19年9月 30日 ) (単位 :百万円)

日本 米 ) 欧サ アジア 計 消去または全和 連結

I 経 常 収 益

外部顧客に対する経常収益

セグメント間の内部経常収益

1,269,549

28,583

12,522

173,454

20,538

125,999

16,911

93,158

1,319,516

421,194 (421,194

1,319,516

計 1,298,132 185,976 146,532 110,070 1,740,711 (421,194 1,319,516

経 常 費 用 1,150,654 180,029 145,501 109,843 1,586,028 (421,194 1,164,834

経 常 不J 益 147,477 5,946 154,682 154,682

平成18年度 (自 平成18年 4月 1日  至 平成19年 3月 31日 ) (単位 :百万円)

注 1当金庫の本支店および連結子会社について,地理的緊密度,経済活動の類似性,事業活動の相互関連性を考慮して国内と回または地域ごと
に区分のうえ,一般企業の売上高および営業利益に代えて,それぞれ経常収益および経常利益を記載しております。
2米州にはアメリカ合衆回およびケイマン諸島を,欧州には英国を,アジアにはシンガポール共和国を含めております。
3.当金庫および一部の国内連結子会社の役員退職慰労金は,従来支出時に費用処理をしておりましたが,「租税特別措置法上の準備金及び特
別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」(日 本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第42
号平成19年4月 13日 )が公表されたことを踏まえ,当連結会計年度より内規に基づく当連結会計年度末の支給見込額を役員退職慰労引当金と
して計上する方法に変更いたしました。この変更により,従来の方法によつた場合に比べ,日 本について459百万円経常費用が増加し,経常利
益が同額減少しております。

3.国際業務経常収益

国際業務経常収益 連結経常収益
国際業務経常収益が連結
経常収益に占める害1合

平 成 19年 度 半 期 965,287 1,319,516

平 成 年 度 1,971,761 2,621,450 752朝

注 1,一般企業の海外売上高に代えて,国際業務経常収益を記載しております。
2.国際業務経常収益は,国内での外貨建諸取引,円建貿易手形取引,円建対非居住者諸取引,特別国際金融取引勘定における

諸取引,当金庫の海外店取引,ならびに海外連結子会社の取引にかかる経常収益 (ただし,連結会社間の内部経常収益を除く。
で,こうした膨大な取引を相手先月町に区分していないため,国または地域ごとのセグメント盾報は記載しておりません。

日本 米リ 欧リ アジア 計 消去または全相 連結

I経 常 収 益

(1)外部顧客に対する経常収益

(2)セグメント間の内部経常収益

2,543,252

27,781

32,620

418,613

25,158

214,266

20,418

173,318

2,621,450

833,980 (833,980

2,621,45C

計 2,571,033 451,234 239,42E 193,737 3,455,430 (833,980 2,621,45C

経 常 費 用 2,210,645 440,603 237.098 198,839 3,082,188 (833,980 2,248,207

経   常  利   益
(△ は 経 常 損 失 )

3bO,388 10,b8υ 2,326 △ 102 373,242 373,24Z

19



半期個別財務諸表

半期貸借姑照表
万

目科 平成 19年度半期末

rA)

平成 18年度末

(B)

比較

(A)― (B)

(資産の吉[)

貸出金

外国為替

有価証券

金銭の信託

特定取引資産

買入金銭債権
コーッレロー ン

買現先勘定

債券貸借取引支払保証金

現金預け金

その他資産

有形固定資産

無形固定資産

支林承諾見返

貸倒引当金

投資損失引当金

12,289,763

4,598

41,568,610

6,241,591

51,631

826,839

1,407,249

680,215

713,643

1,453,349

597,171

137,459

11,195

538,214

△ 137,764

△ 23

12,804,474

3,176

43,750,573

7,797,702

52,550

828,790

823,715

563,282

864,474

535,923

154,024

6,641

542,436

△ 201,908

△ 38,628

△ 514,711

1,422

△ 2,181,962

△ 1,556,111

△ 918

△ 1,950

583,533

680,215

150,361

588,874

61,247

△ 16,565

4,554

△ 4,222

64,144

38,604

省 産 の都合 計 6638374G 68487225 A2.10348Z
(負債の部)

預金

譲渡性預金

農林債

特定取引負債

借用金
コールマネー

売現先勘定

債券貸借取引受入担保金

外国為替

受託金

その他負債

賞与引当金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

繰延税金兵債

再評価に係る繰延税金負債
す払な学

40,646,256

1,298,078

4,659,654

14,219

1,467,161

794,348

6,177,155

791,353

1

4,031,430

1,255,538

4,636

433

590,216

19,802
民RR 914

41,253,617

2,375,026

4,471,357

19,662

1,459,295

1,068,632

7,438,847

1,345,025

0

2,868,967

478,953

4,193

1,080

711,696

25,411

昂49 4RA

△ 607,361

△ 1,076,948

188,297

△ 5,443

7,866

△ 274,283

△ 1,261,691

△ 553,671

0

1,162,462

776,585

443

△ 1,080

433

△ 121,480

△ 5,608

A 4999
負借の菩B合計 62.288.503 64.064.20瑠 △ 1.775,700

(純資産の都)

資本金

普通出資金

(うち後配出資金 )

優先出資金

資本乗」余金

資本準備金

その他資本rll余金

利益乗J余金

利益準備金

その他利益剰余金

特別積立金

別途積立金

固定資産圧縮積立金

固定資産圧縮特別勘定積立金

退職給与基金

半期(当年度)未処分乗J余金

1,484,017

1,459,017

(1,033,300)

24,999

25,020

24,999

20

1,304,165

374,966

929,199

342,451

360,013

4,761

7

221.965

1,484,017

1,459,017

(1,033,300)

24,999

25,020

24,999

20

1,232,478

324,066

908,412

291,551

300,013

5,003

1,375

7

310.462

８

　
０

　
８

　
０

　
０

　
４

　
７

　

　

　

９

６

９

７

９

０

２

３

　

４

７‐
５０
２０
５０
６０
△
創
　
剤会 員勘定合計 2、 813.203 2,741.51C 71,68(

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

土地再評価差額金

1,269,007

△ 21,949

34,981

1,658,745

△ 24,689

47,451

△ 389,73[

2,74C

△ 12,46C

評価・換算差額等合計 1.282.03C 1.681.507 △ 399、 467

純答産の部合計 4,095,24[ 4,423.024 △ 327.781

負債及び純資産の部合計 66,383,74( 68,487,228 △ 2,103.48乏
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(注)1

2

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

金利,通貨の価格,有価証券市場における相場その他の指標にかかる短期的な変動,市場間の格差等

を利用して利益を得る等の目的 (以下,「特定取引目的」という。)の取引については,取引の約定時点を基

準とし,半期貸借対照表上「特定取引資産」および「特定取引負債」に計上しております。

特定取引資産および特定取引負債の評価は,有価証券および金銭債権等については半期決算日の時

価により,スワンプ・先物・オプション取引等の派生商品については半期決算日において決済したものとみな

した額により行つております。

有価証券の評価は,子会社等 (農林中央金庫法第 56条第 2号に規定する子会社等をいう。以下同じ。)

株式については移動平均法による原価法,その他有価証券のうち時価のあるものについては半期決算 口

の市場価格等に基づく時価法 (売却原価は主として移動平均法により算定),時価のないものについては移

動平均法による原価法または償却原価法により行っております。なお,その他有価証券の評価差額につい

ては,全部純資産直入法により処理しております。

なお,満期保有目的の債券はありません。

金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は,上記2および3と同じ方法により行つて

おります。

デリバティブ取引 (特定取引目的の取引を除く。)の評価は,時価法により行つております。

有形固定資産の減価償却は,定率法 (ただし,平成 10年 4月 1日 以後に取得した建物 (建 4/2附属設備を

除く。)については定額法)を採用し,年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。

また,主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物  15年～50年

動 産  5年 ～20年

なお,平成 19年度税制改正に伴い,平成 19年 4月 1日 以後に取得した有形固定資産については,改

正後の法人税法に基づく償却方法により減価償却費を計上しております。これによる経常利益および税引

前半期純利益に与える影響は軽微であります。

また,当半期より,平成 19年 3月 31日 以前に取得した有形固定資産については,償却可能限度額に達

した事業年度の翌事業年度以後,残存簿価を 5年間で均等償却しております。なお,これによる半期貸借

対照表等に与える影響は軽微であります。

無形固定資産の減価償却は,定額法により償却しております。なお,当金庫利用のソフトウェアについて

は,当金庫内における利用可能期間(5年)に基づいて償去,しております。

農林債発行費用は,発生した年度に全額償却しております。

外貨建資産・負債および海外支店勘定は,取得時の為替相場による円換算額を付す子会社等株式を除

き,主として半期決算日の為替相場による円換算額を付しております。

5

6

8

9

10 貸倒引当金は,あらかじめ定めている償却・引当基準に則り,次のとおり計上しております。

破産,特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者 (以下,「破綻先」という。)にかかる債権

およびそれと同等の状況にある債務者 (以下,「実質破綻先」という。)イこかかる債権については,以下のな

お書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から,担保の処分可能見込額および保証による回収可能

見込額を控除し,その残額を計上しております。また,現在は経営破綻の状況にないが,今後経営破綻に

陥る可能性が大きいと認められる債務者にかかる債権については,債権額から,担保の処分可能見込額お

よび保証による回収可能見込額を控除し,その残額のうち,債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認

める額を計上しております。

下記 26の貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大国債務者のうち,債権の元

本の回収および利息の受取り1こかかるキャンシユ・フローを合理的に見積もることができる債権については,
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当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳縛価額との差額を貸倒

引当金とする方法 (キャッシュ。フロー見積法)により引き当てております。

上記以外の債権については,過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計

上しております。特定海外債権については,対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特

定海外債権引当勘定として計上しております。

すべての債権は,資産の自己査定基準に基づき,営業関連部署が資産査定を実施し,当該部署から独

立した資産監査部署が査定結果を監査しており,その査定結果に基づいて上記の引当を行つております。

なお,破綻先および実質破綻先に対する担保・保証付債権等については,債権額から担保の評価額お

よび保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額し

ており,その金額は62,452百 万円であります。

11 投資損失引当金は,投資に対する損失に備えるため,有価証券の発行会社の財政状態等を勘案して必

要と認められる額を計上しております。

12 賞与引当金は,従業員への賞与の支払いに備えるため,従業員に対する賞与の支給見込額のうち,当半

期に帰属する額を計上しております。

13 退職給付引当金は,従業員の退職給付に備えるため,当年度末における退職給付債務および年金資産

の見込額に基づき,当半期末において発生していると認められる額を計上しております。また,数理計算上

の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。

数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数 (10年)による定率法
により,翌年度から損益処理

14 従来,役員退職慰労金は,支出時に費用処理をしておりましたが,「租税特別措置法上の準備金及び特

別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」(日 本公認会計士

協会監査・保証実務委員会報告第 42号平成 19年 4月 18日 )が平成 19年 4月 1日 以後開始する事業年

度から適用されることに伴い,当半期から同報告を適用し,役員への退職慰労金の支払に備えるため,役員

に対する退職慰労金の支給見積額のうち,当半期末までに発生していると認められる額を役員退職慰労引

当金として計上しております。

これにより,従来の方法に比べ,事業管理費は 106百万円,その他経常費用は 327百万円それぞれ増

加し,経常利益および税引前半期純利益は 433百万円それぞれ減少しております。

15 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については,通常

の賃貸借取引に準じた会計処理によつております。

16 金融資産・負債から生じる金利リスクイこ対するヘッジ会計の方法は,「銀行業における金融商品会計基準

適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日 本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 24号。以下 ,

「業種別監査委員会報告第 24号」という。)に規定する繰延ヘッジによつております。ヘッジ有効性評価の方

法については,相場変動を相殺するヘッジについて,ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である

金不Jスワップ取引等を一定の(残存)期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また,キャッシュ・

フローを固定するヘッジについては,ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有

効性の評価をしております。

また,当半期末の半期貸借対照表に計上している繰延ヘンジ損益のうち,「銀行業における金融商品会

計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」(日 本公認会計士協会業種別監査委員会報告

第 15号 )を適用して実施しておりました多数の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用

いて総体で管理する従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は,「マクロヘッジ」で指定したそれぞれ

のヘッジ手段の残存期間・想定元本金額に応じ平成 15年度から7年間にわたって,資金調達費用または

資金運用収益として期間配分しております。
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なお,当半期末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は 23,908百万円 (税効果額控除前),

繰延ヘッジ利益は 309百万円 (同前)であります。

17 外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は,「銀行業における外貨建

取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日 本公認会計士協会業種別監査委員会報告

第 25号。以下,「業種別監査委員会報告第 25号」という。)に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ

有効性評価の方法については,外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワッ

プ取引および為替スワップ取引等をヘッジ手段とし,ヘンジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッ

ジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによリヘッジの有効性を評価しております。

また,外貨建その他有価証券 (債券以外)の為替変動リスクをヘッジするため,事前にヘッジ対象となる

外貨建有価証券の銘柄を特定し,当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以上の直先負債

が存在していること等を条件に包括ヘッジとして繰延ヘンジおよび時価ヘッジを適用しております。

18 デリバティブ取引のうち特定取引勘定とそれ以外の勘定との間 (または内部部門問)の内部取引について

は,ヘッジ手段として指定している金利スワップ取引および通貨スワップ取引等に対して,業種別監査委員

会報告第 24号および同第 25号に基づき,恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が可能と認められる対外カバ

ー取引の基準に準拠した運営を行つているため,当該金利スワップ取引および通貨スワップ取引等から生じ

る収益および費用は消去せずに損益認識または繰延処理を行つております。

なお,一部の資産・負債については,繰延ヘッジあるいは金利スワップの特例処理を行つております。

19 消費税および地方消費税 (以下,「消費税等」という)の会計処理は,税抜方式によっております。ただし,

有形固定資産等にかかる控除対象外消費税等はその他資産に計上し,5年間で均等償却を行つておりま

す。

20 子会社等の株式総額        56,112百 万円
21 有形固定資産の減価償却累計額   91,809百 万円

22 有形固定資産の減損損失累計額   24,269百 万円

23 有形固定資産の圧縮記帳額      7,700百 万円
24 貸出金のうち,破綻先債権額は 6,768百 万円,延滞債権額は 146,813百万円であります。

なお,破綻先債権とは,元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により

元本または利′自、の取立てまたは弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金 (貸倒償

却を行つた部分を除く。以下,「未収利息不計上貸出金」という。)のうち,法人税法施行令 (昭和 40年政令

第 97号 )第 96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由または同項第4号に規定する事由が生じている

貸出金であります。

また,延滞債権とは,未収利息不計上貸出金であつて,破綻先債権および債務者の経営再建または支

援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

25 貸出金のうち,3カ 月以上延滞債権額は 1百万円であります。

なお,3カ月以上延滞債権とは,元本または利 ,急の支払が約定支払日の翌日から3月 以上遅延している

貸出金で破綻先債権および延滞債権に該当しないものであります。

26 貸出金のうち,貸出条件緩和債権額は 51,504百 万円であります。

なお,貸出条件緩和債権とは,債務者の経営再建または支援を図ることを目的として,金利の減免,利息

の支払猶予,元本の返済猶予,債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行つた貸出金で破綻先債

権,延滞債権および3カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

27 破綻先債権額,延滞債権額,3カ月以上延滞債権額および貸出条件緩和債権額の合計額は 205,088百

万円であります。

恋お,24から27に掲げた債権額は,貸倒引当金控除前の金額であります。



28 手形割引は,業種別監査委員会報告第 24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け

入れた銀行引受手形,商業手形,荷付為替手形および賢入外国為替は,売却または担保という方法で自

由に処分できる権利を有しておりますが,その額面金額は 18,323百万円であります。

29 担策に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

有価証券          6,408,776百 万円
担保資産に対応する債務

コールマネー         470,000百 万円
売現先勘定         5,504,419百 万円

債券貸借取引受入担保金    452,305百万円

上記のほか,為替決済,デリバティブ取引等の取引の担探あるいは先物取引証拠金等の代用として,貸

出金 6,216,854百万円,有価証券 3,537,124百 万円を差し入れております。

また,その他資産のうち先物取引差入証拠金は 1,719百 万円,保証金 ,敷金は 4,981百万円でありま

す。

30 土地の再評価に関する法律 (平成 10年 3月 31日 公布法律第 34号 )に基づき,事業用の土地の再評価を

行い,評価差額については,当該評価差額にかかる税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負

債の部に計上し,これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行つた年月日         平成 10年 3月 31日

同法律第3条第3項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令 (平成 10年 3月 31日

公布政令第 119号)第2条第5号に定める鑑定評価等に

基づいて,合理的に算出

31 借用金には,他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金

1,467,161百 万円が含まれております。

32「有価証券」中の社債のうち,有価証券の私募 (金融商品取引法第 2条第 3項 )による社債に対する当金庫

の保証債務の額は 26,898百万円であります。

38 出資1口 当たりの純資産額 709円 86銭 (後配出資および優先出資にかかる額面総額ならびに優先出資

にかかる優先配当金および残余財産相当額を分子より,後配出資および優先出資にかかる日数を分母より

それぞれ控除しております。)

34 有価証券の時価および評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには,「有価証券」のほ

か,「現金預け金」中の譲渡性預け金が含まれております。以下 35についても同様であります。

満期保有目的の債券で時価のあるものはありません。

子会社等株式で時価のあるものはありません。

その他有価証券で時価のあるもの

取得原価

(百万円)

半期貸借対照表計上額

(百万円)

評価差額

(百万円)

株式 420,734 700,974 280,240

債券 10,590,666 10,579,658 ∠ゝ 11,008

国債 10,222,931 10,209,716 △ 13,215

地方債 30,775 30,945 170

社債 386,959 338,996 2,036

その他 28,384,784 29,777,527 1,392,742
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合計 39,396,185 41,058,160 1,661,974

なお,上記の評価差額から繰延税金負債 517,340百万円を差し引いた額 1,144,634百万円が,「その他

有価証券評価差額金」に含まれております。

その他有価証券で時価のあるもののうち,当該有価証券の時価 (原則として半期決算 日の市場価額。以

下同じ。)が取得原価 (償却原価を含む。以下同じ。)に比べて著しく下落したものについては,回復可能性

があると判断される銘柄を除き,当該時価をもつて半期貸借対照表価額とするとともに,評価差額を当半期

の損失として処理 (以下,「減損処理」という。)しております。

当半期における減損処理額は 38,480百 万円であります。

また,時価が著しく下落したと判断するための根拠を定めており,その概要は,原則として以下のとおりで

あります。

時価が取得原価の 50%以下の銘柄

時価が取得原価の 50%超 70%以下の水準で一定期間推移している銘柄

時価評価されていない有価証券のうち,主なものの内容と半期貸借対照表計上額は,次のとおりでありま

す。

内  る 半期貸借対照表計上額 (百万円)

子会社等株式

子会社・子法人等株式

関連法人等株式

56,112

42,911

13,200

その他有価証券

非上場株式

外国債券

その他

491,112

191,557

10,728

288,826

86 金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。

満期保有目的の金銭の信託はありません。

なお,上記の評価差額から繰延税金負債 56,261百万円を差し引いた額 124,352百 万円が,「その他有

価証券評価差額金」に含まれております。

無担保の消費貸借契約 (債券貸借取引)により貸し付けている有価証券はありません。

無担保の消費貸借契約 (債券貸借取引)により借り入れている有価証券および現先取引ならびに現金担

保付債券貸借取引により受け入れている有価証券のうち,売却または担保 (再担保を含む。)という方法で

自由に処分できる権利を有する有価証券で,担保に差し入れている有価証券は 1,010,303百 万円,当半期

末に当該処分をせずに所有しているものは 1,548,189百 万円であります。なお再貸付に供している有価証

券はありません。

当座貸越契約および貸付金にかかるコミットメントライン契約は,顧客からの融資実行の申し出を受けた場

合に,契約上規定された条件について違反がない限り,一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契

約であります。これらの契約にかかる融資未実行残高は,3,650,460百万円であります。このうち任意の時期

に無条件で取消可能なものが 2,371,027百万円あります。

なお,これらの契約の多くは,融資実行されずに終了するものであるため,融資未実行残高そのものが必

ずしも当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには,金

融情勢の変化,債権の保全およびその他相当の事由があるときは,当金庫が実行申し込みを受けた融資の

取得原価

(百万円)

半期貸借対照表計上額

(百万円)

評価差額

(百万円)

その他の働 信託 5,921,320 6,101,934 180,613



拒絶または契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また,契約時において必

要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか,契約後も定期的にあらかじめ定めている金庫内手

続に基づき顧客の業況等を把握し,必要に応じて契約の見直し,与信保全上の措置等を講じております。

39繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は,それぞれ以下のとおりであります。
繰延税金資産

貸倒引当金

貸出金償却

有価証券償却

退職給付引当金

減価償去,費

繰延ヘッジ損失

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

繰延税金負債

退職給付信託設定益

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ利益

その他

繰延税金負債合計

繰延税金負債の純額

40 「金融商品に関する会計基準」 (企業会計基準第 10号)および「金融商品会計に関する実務指針」
(日 本公認会計士協会会計制度委員会報告第 14号)等における有価証券の範囲に関する規定が一部

改正され (平成 19年 6月 15日 付および同7月 4日 付),金融商品取引法の施行日以後に終了する事

業年度および中間会計期間から適用されることになつたことに伴い,当半期から改正会計基準およ

び実務指針を適用しております。

41 当金庫は,平成 19年 5月 29日 付経営管理委員会において,平成 20年 3月 25日 を払込期日とする
総額 527,661百万円の後配出資増資を実施することについて決議しました。

また,同 日同委員会において平成 20年 3月 10日 を借入 日とする総額 399,400百万円の永久劣後
ローンの借入を実施することについて決議しました。借入金利条件などについては,平成 19年 12
月を目途として理事会において決定する予定です。

なお,平成 19年度に残存期間が 5年未満となる既往の期限付劣後ローン 521,682百万円の繰上償

還を同年度中に実施することについても,あわせて決議しております。

28,636百 万円

9,559

12,327

5,785

1,053

26,271

36,502

120,135

∠ゝ44,582

75,552

∠ゝ 5,577

∠ゝ 573,610

∠ゝ 16,340

△ 70,240

∠ゝ 665,769

△ 590,216百 万円
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(単位 :百万円)

目科 平成19年度半期

(平 19.4.1～ 19.9.30)

平成18年度

(平 18,4.1～ 19.3,31)

経常収益

資金運用収益

(うち貸出金利 ,息 )

(うち有価証券利息配当金 )

役務取引等収益

特定取引収益

その他業務収益

その他経常収益

経常費用

資金調達費用

(うち預金利息)

役務取引等費用

特定取引費用

その他業務費用

事業管理費

その他経常費用

経常利益

特別利益

特別損失

税引前半期(当年度)純利益

法人税,住民税及び事業税

法人税等調整額

半期(当年度)純利益

前年度繰越剰余金

土地再評価差額金取崩額

半期(当年度)未処分禾J余金

1,312,408

1,034,929

(73,957)

(929,801)

6,237

80

56,281

214,878

1,161,746

932,615

(185,805)

6,634

307

121,194

55,437

45,556

150,662

65,617

887

215,392

26,554

47,427

141,411

68,107

12,446

221,965

2,605,749

2,049,045

(124,033)

(1,863,103)

16,981

223

93,138

446,410

2,240,062

1,791,695

(326,357)

14,205

313

272,038

102,663

59,146

365,687

18,719

1,314

383,092

73,090

56,114

253,886

56,052

522

310,462
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(注)1

2

3

4

5

6

7

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

出資一口当たり半期純利益33円 13銭 (優先出資にかかる優先配当金を分子より,後配出資および優先出

資にかかる口数を分母より控除しております。)

特定取引目的の取引については,取引の約定時点を基準とし,当該取引からの損益を半期損益計算書上

「特定取引収益」および「特定取引費用」に計上しております。

特定取引収益および特定取引費用の損益計上は,当半期中の受払利 ,息等に,有価証券,金銭債権等に

ついては前年度末と当半期末における評価損益の増減額を,派生商品については前年度末と当半期末に

おけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。

「その他経常収益」には,金銭の信託運用益 194,099百万円を含んでおります。

「その他経常費用」には,貸出金償却 2,697百 万円および株式等償却 25,118百 万円を含んでおります。

「特別利益」には,貸倒引当金戻入額 63,775百 万円を含んでおります。

当金庫の固定資産の減損会計における資産のグルーピングについては,従来,「業務用資産」については ,

キャッシュ・フローの相互補完性および機能特性等を勘案のうえ,継続的に収支を把握している本店,国内

支店および海外支店の単位で,「遊休資産」については資産毎の単位でグルーピングを行つておりましたが,

このうち「業務用資産」については,JAバンク中期経営戦略の策定も踏まえた店舗政策の見直し等 (国内

支店の調達・運用にかかるリテール業務の順次廃止または本店・ブロック拠点への集約化、これに伴う店舗

機能の見直しと統廃合の開始 ,さらには海外支店との一体的な投融資運営の実施)に伴い,グルーピング

を見直し,全店を単位としてグルーピングを行う方法に変更しております。なお,この変更による損益に与え

る影響はありません。
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